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本日の内容

1. 丸井グループの概要

2. 小売セグメントの成長戦略

3. フィンテックセグメントの成長戦略

4. 収益構造の転換とLTV経営について

5. 資本政策と株主還元

6. 成長投資

7. 丸井グループの共創サステナビリティ経営



１ 丸井グループの概要



丸井グループの概要

創 業 1 9 3 1 年 家具の月賦商として創業

事 業 内 容 小売事業、フィンテック事業

※小売・金融一体の独自のビジネスモデル

小 売 事 業 フィンテック事業

エポスカード

（2019年3月期）

・関東を中心に、東海・関西・九州に25店舗

・取扱高 3370億円

・年間入店客数 2.1億人

・カード会員数 688万人

・取扱高 2兆3000億円
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丸井グループの共創理念体系

MISSION

すべての人が幸せを感じられる
インクルーシブで豊かな社会を

共に創る

PHILOSOPＨY

お客さまのお役に立つために
進化し続ける

人の成長＝企業の成長

VALUES

信用はお客さまと共につくるもの
景気は自らつくるもの

私たちの目指す姿 私たちの価値観

VISION2050

ビジネスを通じて
あらゆる二項対立を

乗り越える世界を創る
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丸井グループの“コアバリュー”＝信用の共創

信用は、

私たちがお客さまに与えるものではなく、

お客さまと共に創るもの

与信

信用の共創

（創業者：青井忠治）



△60円

△30円

0円

30円

60円

90円

120円

業績推移：2度の赤字を乗り越え、19年3月期に過去最高の116.0円を達成

87.1 91.1 96.1 01.1 09.3 11.3 21.3
計画

103.2円

130円以上
貸金業法改正

ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ

△90円

ＥＰＳ

■EPSの実績と予測

バブル
崩壊 116.0円

19.3

7



『信用は私たちがお客さまに与えるものではなく、お客さまと共に創るもの』

累計500万足突破！
ラクチンきれいシューズ 年会費無料の

ゴールドカード

エポスカードアプリ
235万ＤＬ突破！

共創の集大成
博多マルイ

共創 ＝ お客さまとの

オープンイノベーション

共創経営：すべての事業プロセスに「お客さま」視点を取り入れる

8
日本初！クレジット払いで

投資信託を購入できる tsumiki証券
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中期経営計画（21年3月期を最終年度とする５カ年計画）

＜中期経営計画の骨子＞

ＥＰＳ

ＲＯＩＣ

ＲＯＥ

130円以上

10%以上

4%以上6%

3.3%

71円

16.3 21.3

・グループの統合的な運営による企業価値の向上
・グループ事業の革新による新たな事業の創出
・最適資本構成の構築と生産性のさらなる向上

営業利益

500億円



２ 小売セグメントの成長戦略
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小売の革新：ＳＣ型のビジネスモデルへの転換

ＳＣ・定借型百貨店型

これまで これから

・「モノ」中心から、「モノとコト」を提供するSC型へ

・2015年3月期からの５年間で、

すべての店舗を百貨店型から不動産型の商業施設に転換（一部例外あり）
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・19年3月期の定借化率は106％と計画を達成、利益改善額は23億円

・定借対象区画の増加により、さらに５千坪の定借化を予定

SC・定借化の進捗状況

＊定借化率 ＝定借化面積／当初の定借化対象区画面積（6.2万坪）

定借化面積
（定借化率）

利益改善額

利益改善額
（前年差）

3.8万坪
（62％）

15.3 16.3 17.3 18.3 20.3 21.319.3

5.4万坪
（87％）

6.6万坪
（106％）

60億円

70億円

9億円 20億円 32億円 23億円

7.1万坪

10億円
（予測）

6.7
万坪

6.9
万坪

当初計画 追加計画（５千坪）

■定借化・利益改善の状況 （各年期末時点）



14.3 19.3

9.6万坪9.6万坪

29％

44％

飲食
サービス

雑貨

アパレル29％

42％

38％

18％
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店舗の状況

■契約形態

・定借化達成による店舗の構造変革が進み、飲食・サービスカテゴリーが拡大

・利益率は21.2%と、定借化前に比べ＋0.6%改善

■カテゴリー

■利益率 消化仕入荒利率（14年3月期）

20.6％

定借総利益率（19年3月期）

21.2％（＋0.6%）

14.3 19.3

消化
仕入

自主
専門店

定借

19％

5％

76％

68％

20％

12％

9.6万坪9.6万坪
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・定借化により店舗価値が向上し、入店客数が増加

・直近3年は入店客数が2億人以上で推移、買上客数は09年比2倍

店舗の状況

09年比
1.3倍

1.7 

0.5 

0

0.5

1

1.5

2

09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3

2.1億人
(億人) 入店客

1.0億人

買上客

定借化の推進

09年比
2.0倍

■入店・買上客数推移



定借化後の店舗戦略

・定借化の完了により利益の改善、安定化が実現

・契約更新に伴うバリューアップを着実な推進と、未稼働区画マネジメントが課題

・新たな差別化戦略で利益を拡大

15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 20.3 21.3 22.3 23.3 24.3

①利益の改善
（60～70億）

②利益の安定化

④差別化戦略

③バリューアップ

■小売 利益改善イメージ
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差別化戦略：デジタル・ネイティブ・ストアへの進化

現在

After デジタルBefore デジタル

百貨店
デジタル・ネイティブ・

ストア
ＳＣ

売上高

荒利

客数

ＬＴＶ

取扱高

家賃
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デジタル・ネイティブ・ブランド

オーダースーツのブランド
店舗で採寸、注文はＥＣ

Eコマースを前提としたビジネス
（店舗での売上が立たない）

FABRIC TOKYO
（新宿マルイ・渋谷モディ・池袋マルイ）

個人や小規模テナントさまへ
リアルの売場を週単位で提供

丸井グループと資本・業務提携

SHIBUYA BASE
（渋谷マルイ）

ペンタブレット世界シェアＮｏ１の
ワコムさまが展開する体験ストア

メーカーさまのブランドを
体験する場

（丸井グループが運営を受託）

ワコムブランドストア新宿
（新宿アネックス）
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新たな店舗づくりに向けた中期目標

・新たな体験価値を提供するテナントを面積構成60％に拡大

70%

40%

30%

60%

19.3 24.3

Ｄ2C 等

体験・
コンテンツ

シェアリング

面積構成比

8%

25%

etc

飲食・サービス・イベント

デ
ジ
タ
ル
・
ネ
イ
テ
ィ
ブ
・
ス
ト
ア

店
全
体
を
デ
ジ
タ
ル
化

従来型物販

FABRIC TOKYO、ワコムブランドストア
駿河屋、SHIBUYA BASE

Apple Store、lululemon
ゴジラ・ストアTokyo、ポケモンセンター

etc



３ フィンテックセグメントの成長戦略
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私たちのプラットフォーム

カード会員

688万人
～30代カード会員

56%
ネット登録会員

84%

リアル店舗数

25店舗
年間来店客数

2.1億人

＊会員構成は稼働客をベースに算出
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フィンテックの強み：顧客資産

【割賦売掛金（流動化込）に占めるリボ・分割残高の割合】

丸井Ｇ

63％

流通Ａ社

39％

流通Ｂ社

25％

（2019年3月期実績）

26％

74％

業界全体

23％

77％

流通Ａ社
【年代別会員構成】

・若者が多い会員構成により、高い収益性を実現

56％44％

丸井Ｇ

40代～ ～30代

※稼働客をベースに算出
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フィンテックの強み：与信のノウハウ

・割賦売掛金に占めるリボ・分割残高構成は63％ながら、貸倒率は1.8%

・創業以来のノウハウとＩＴの活用により、独自の与信システムを確立

【割賦売掛金（流動化込）に占めるリボ・分割残高の割合と貸倒率】

丸井G 流通Ａ社 流通Ｂ社

63％ 39％
25％

貸倒率

1.8％

貸倒率

1.1％

貸倒率

2.3％

（2019年3月期実績）

【ご利用限度額設定の基準】

年齢

職業

年収

ご利用
実績

お支払い
実績

年齢

職業

年収

他

社

丸
井
グ
ル
ー
プ ご利用・お支払実績の蓄積

限度額の拡大
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■貸倒費用および貸倒率推移

当社貸倒費用の状況

・貸倒費用は営業債権残高の伸長に伴い上昇基調も、貸倒率は1％台で安定した推移

（％）

130億円
120 116

100

75 68 59 64
77 73

96
123

144

3.4

4.3

3.9

3.2

3.4

3.1

2.3

1.8
1.7

1.6
1.5 1.6 1.8

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0

100

200

300

07.3 08.3 09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3

貸倒費用

（億円）
貸倒率

（営業債権残高）
2998億円

5657
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・グループのノウハウと人が活かせる商業施設との提携、

ＥＣ・サービス・コンテンツ系企業との提携により、会員数を全国に拡大

【19年３月時点】

カード会員数 688万人

カード事業の全国展開

19.3
構成 シェア

~39歳

1都2県 192 28％ 24％

他 151 22% 7％

合計 343 50% 11％

40歳～ 345 50% －

合計 688 100% －

＜会員数＞ （万人）

1都2県シェア
（東京・神奈川・埼玉）
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日本におけるフィンテックの状況と可能性

・日本は現金比率が圧倒的に高く、クレジット決済の伸びしろは大きい

・政府は、政策指標として「キャッシュレス決済比率」を2027年に40％と設定

■キャッシュレス決済比率推移

18％

年平均成長率

＋６％

12％

40％
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今後の成長戦略：家計シェア最大化

■お客さまの家計構造

食 費

美容・ファッション

娯楽・習い事

ご祝儀・プレゼント

通信費・
水光熱費他

貯蓄・投資

家 賃

貯蓄・
投資

tsumiki証券

パートナー

家賃保証EC利用

パートナー

リカーリング予約系
アプリ

〈現金支出〉 〈口座振替〉

エイブル
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家賃保証事業の見通し

■売上収益推移

65

89

億円以上

100

(億円)

49

直近5年間の
年平均伸長率

＋31%

■当社の強み

エポスカード 他社

家賃で
ポイント ○ －

運営
カード事業
との一体運営 －

システム カスタマイズ 自社仕様

信頼性
丸井グループの

信用力

(自社開発) (委託)

外国人向けサービスは、資本出資した
GTN社との協業でいち早く参入

(上場は専業４社)

中小規模

https://www.gtn.co.jp/
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家賃保証の今後の取組み

■既存会員への利用促進

賃貸居住
カード会員

275万人

賃貸居住
カード会員

275万人

カード会員

688万人

■提携先の拡大

【お部屋探しＮｅｔ（19.6～）】

・全国直営店430店舗でエポスカードの

家賃保証の取扱をスタート（19.5～）

・既存提携先では利用客数は最大

システム連携により提携強化

・提携カード「エイブルエポスカード」の

募集も同時に開始

家賃保証利用

18万人

エイブル
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入会前（1人） 入会後（2人）

■2人世帯（夫婦）の利用状況■家族全員の会員化イメージ

・ファミリーゴールドカードによる家族全員の会員化を推進し、

家計におけるエポスカード決済シェアを拡大

・ゴールドカードの本会員からの紹介で、

家族全員をゴールドカード会員に

14％

120万
23％

＋80万

エポスシェア

・世帯のエポス利用額が80万円増加、

家計における決済シェアは23%に拡大

世帯年収
850万

200万

一般会員

家族ゴールド

他社カード

妻（本会員）夫

子

家族ゴールド

家族全員の会員化
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家計シェア拡大×家族全員の会員化の効果

・家計シェアの拡大と会員数の増加の掛け算で、取扱高をさらに拡大する

0

5

10

15

20

1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112131415161718192021222324252627282930313233343536373839404142434445464748495051525354555657585960

家計シェア（世帯年収に占めるエポスカードの利用割合）

会
員
数

10 20 30 40 50

17％ 22～25％

（％）

（万人）

５年後

×

ゴールドカード会員数

370万人
（+160万人）

取扱高増加試算

8000億円

～１兆円

エポスカード家計シェア 12％ → 16％
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10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

19.3 20.3 21.3 22.3 23.3 24.3

フィンテック総取扱高見通し

・24年3月期の総取扱高は、5兆円を見込む

（億円）

4兆円

■総取扱高推移

1兆円

2.3兆円

2.8兆円

5.0兆円～

家計シェア最大化戦略



４ 収益構造の転換とLTV経営
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単年度の売上収益から、定期取引に基づく収益構造へ

長期視点での経営の重要な要素＝LTV（Life Time Value）

「リカーリングレベニュー」

・お客様、お取引先様との契約に基づく定期的な収入

（例）不動産賃貸収入、リボ・分割手数料、家賃保証、年会費等

「成約済み繰り延べ収益」

・来期以降も継続的にご契約いただいている、お客様、お取引先様

からのすでに約束された収益を換算したもので、収益の安定性の指標
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リカーリング売上総利益構成比

・売上総利益ベースでみるとリカーリングレベニュー構成は60％超まで拡大

・2020年３月期も拡大し、65％を上回る見通し

※構成比は、各セグメントおよび売上総利益+販管費戻り（お取引先さまからいただく経費）に占める割合

■リカーリング売上総利益と構成 （単位：億円）

2014年3月期 2018年3月期 2019年３月期 構成比 2018年3月期比伸長率 2014年3月期比伸長率

小売 計 59 340 411

54% 121% 695%賃貸収入等 20 271 336

その他 39 68 75

フィンテック 計 470 741 815

69% 110% 173%

リボ・分割手数料 207 390 435

加盟店手数料(リカーリング分) 8 17 19

カードキャッシング手数料 211 239 245

サービス収入 36 84 103

その他 9 12 13

連結リカーリングレベニュー 529 1,080 1,227 63% 114% 232%
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丸井グループの成約済み繰延収益

・ＳＣ・定借化や家賃保証等によって将来収益が増加
（単位：億円）

2019年3月期
リカーリング
レベニュー

2020年3月期以降
成約済み繰延収益

2019年3月期
リカーリング
レベニュー比

小売 411 760 185%

フィンテック 815 2,517 309%

合計 1,227 3,277 267%

※販管費戻り（お取引先さまからいただく経費）を含む

■成約済み繰延収益

■成約済み繰延収益の考え方（イメージ）
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・長いお付き合いの実現に向け、今までのフロー型ビジネスから

カードと定借型店舗を中心としたストック型ビジネスへ事業構造を変化

事業ポートフォリオと企業価値向上の考え方（これまで）

＜過去＞ ＜現在＞

オフバランスシート

オンバランスシート

ス
ト
ッ
ク
型

フ
ロ
ー
型

仕入型
小売

カード

オフバランスシート

オンバランスシート

ス
ト
ッ
ク
型

フ
ロ
ー
型

カード

定借型店舗

tsumiki証券

家賃保証

Ｌ
Ｔ
Ｖ
の
拡
大

EC EC

オムニ
チャネル
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カード

定借型店舗

tsumiki証券

家賃保証

・今後はストック型×オフバランスシートビジネスを強化し、

LTV（生涯利益）とROICを重視した経営により企業価値の向上を追求

事業ポートフォリオと企業価値向上の考え方（これから）

カード
（債権流動化）

EC
定借型店舗

EC

オムニ
チャネル

新規事業

tsumiki証券

家賃保証

オムニ
チャネル

ROICの向上

Ｌ
Ｔ
Ｖ
の
拡
大

オフバランスシート

オンバランスシート

ス
ト
ッ
ク
型

フ
ロ
ー
型

オフバランスシート

オンバランスシート

ス
ト
ッ
ク
型

フ
ロ
ー
型

＜現在＞ ＜未来＞



５ 資本政策と株主還元
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事業構造の歴史的転換：2013年度に資産構造が逆転

営業債権

固定資産他

■資産の推移

・2006年のエポスカードの発行により、グループの事業構造が大きく変化、

2013年度には店舗などの固定資産を営業債権が上回る

逆転

1981年 2013年

5754億円

1992年

店舗等

カード債権

2015年～



19.3

ROIC
3.7％

WACC
2.8％＞

フィン
テック
ROIC
4.2％

小売
ROIC
3.8％

総資産:約8900億円

ROE
9.1％ ＞

株主資本コスト
6.8％

フィン
テック
ROIC
3.9％

小売
ROIC
2.8％

負債コスト
0.3％

株主資本
コスト
8.0％

総資産:約8700億円

ROIC

3.3％

WACC

3.1％
＞

ROE

7.6％

株主資本コスト

8.0％

18.3

営
業
債
権

固
定
資
産

有
利
子
負
債

自
己
資
本

＜

・ROEは9.1％と株主資本コストを上回る水準に上昇、ROICは3.7％に上昇、3期連続でWACCを上回る

負債コスト
0.3％

株主資本
コスト
6.8％

※資本コスト（ＷＡＣＣ）の算出方法を、株主資本の期末簿価から時価総額へ変更

21年3月期（めざす姿）

ROIC
4％～

WACC
2～3％＞

フィン
テック
ROIC
4.5％

小売
ROIC
5.3％

総資産:約9300億円

ROE
10％ ＞

株主資本コスト
7～8％

負債コスト
0.3～1％

株主資本
コスト
7～8％

最適資本構成の実現：ROE、ROICの状況
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有利子負債調達をどこまで高めるか：債権額を上限に

・営業債権を有利子負債が上回れば、倒産コスト（格付低下など）が高まる

・営業債権と有利子負債が同額になるまでは、企業価値は高まると想定

負債調達は債権額を上限とし、財務の安全性から9割を目安に設定

小

有利子負債

大
営業債権＝
有利子負債

企
業
価
値

大

小

倒産コストを加味した場合の

企業価値

倒産コストを加味しない場合の

企業価値

企
業
価
値
最
大
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0

5000

10000

15000

17.3 18.3 19.3 20.3 21.3 26.3 31.3

17%

25%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

今後の債権流動化の方向性

・営業債権の流動化による調達を他社並みの25%程度まで計画的に拡大し、

調達手段の多様化によるリスク減少を図る

10

0

20

■営業債権残高と流動化推移

流動化比率

（億円） （％）

▲2100

6300

営業債権残高
5657

流動化額
▲1193

・

・
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左 右

21.3（予測）16.3

■営業利益・ＲＯＩＣ計画
■Ｂ/Ｓ計画

4%以上

3.3%

21.3（予測）16.3

自己資本比率

39%

営業債権
6300億円

自己資本比率
32％前後

296億円

・最適資本構成として有利子負債は営業債権の9割、自己資本比率は30％

・債権流動化により、21年3月期の総資産は１兆円を下回る水準に抑制

・小売の構造転換とフィンテックの拡大でＲＯＩＣは４％以上へ

連結Ｂ／Ｓ、ＲＯＩＣ計画

有利子負債

5300億円

営業債権
4139億円

総資産
7300億円

総資産
9,300億円

自己資本
2800億円

自己資本
3000億円

500億円
以上

有利子負債

3593億円
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・中計５年間の基礎営業キャッシュフローの見通しは、2300億円

・持続的な成長と資本効率向上に向け、成長投資と株主還元に配分

■16年～20年度（５年間）のキャッシュフロー計画

最適資本構成の実現：キャッシュフロー計画

基礎営業ＣＦ
2300億円

有利子負債・

債権流動化

などによる

資金調達

2300億円

フィンテック

営業債権

増加分

2600億円

株主還元

1100億円

成長投資

900億円

成長投資
株主還元

2000億円

既存事業 600億円

＋

新事業領域への投資

300億円

＜配分＞＜調達＞

長期安定的な増配

自社株買い
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今後の株主還元の方向性

■株主還元額と
各指標の推移

・株主還元を自社株買いから徐々に配当へシフト

・総還元性向は自己資本比率30％を維持できる水準の70％を目安とする

・配当性向は欧州並みの55％を目処とし、長期・継続的な増配をめざす

17.3 18.3 19.3 20.3 24.3 ～～

（億円）

300

200

100

70億円

107億円

70億円

総還元性向

配当性向

70％程度

44.8％

55％程度

50

(％)

自社株
買い

配当



46

14円 15円

18円 19円

22円

33円

38円

49円

19円

48円

56円 59円

71円

80円

93円

ＥＰＳ・配当見通し：高成長・高還元の両立をめざす

・事業の成長と資本政策により、ＥＰＳは過去最高の130円以上をめざす（21年3月期）
（10年平均のＥＰＳ成長率は年20％超）

・利益の拡大に併せ、長期で安定的な増配を実施

12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 20.3予 21.3予

連結配当性向 30％以上 40％以上 40～55%

自己株式取得 － － － 150億円 350億円 200億円 150億円 70億円 70億円 未定

■ＥＰＳ・配当金の推移 130円
以上

ＥＰＳ

1株配当

ＥＰＳ過去最高：103.2円
116円

（過去最高）

57円

127.3円

（過去最高）



６ 成長投資
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・新たな成長に向けた900億の成長投資のうち、23年3月期までに300億円を新規事業へ投資

・グループ事業の拡張につながる領域でVB･VCへの投資を実施

■中期経営計画（5か年）の成長投資

新たな成長に向けた投資

・フィンテック

＜投資ポリシー＞

・理念を共有でき、高い技術を持つV B

■投資対象

新規事業 ＶＢ

■投資実績

…IRR 30％以上

ＶＣ …IRR 15％以上

投資領域

48

300億

新規事業

＜投資基準＞

自社

決済

資産運用

…ROI 10％以上

投資協業先

モノ

スペース

・E C

・シェアリング ・広いネットワークと目利き力を持つV C

純投資ではなく､投資･協業を通じて本業の拡張と革新に貢献する

600億

既存事業
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・新たな成長に向けた取組みは着実にスタート、今後は加速度的に成長

・新規事業への投資計画300億円のうち、83億円は既に決定

新たな成長に向けた投資の進捗

■新たな成長に向けた取組み

15.3 16.3 17.3 18.3 19.3

人材育成

アニメ事業

スタートアップ企業への出資・協業

証券事業

新規事業プロジェクト※

※新規事業プロジェクトのテーマ

・シェアハウス
・サステナブルビジネス
・フードロス

・ライフスタイルアプリ
・飲食カテゴリの新業態開発

20.3～
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人材育成への投資

・人材育成が今後の新たな成長の重要な基盤と捉え、投資を促進

・企業価値向上に向け、「自ら考え、自ら行動する」企業文化を醸成

・ビジネススクールへの派遣や
外部団体の人材育成プログラムへの参画

■人材投資額推移

・学生インターンシップ0

5

10

17.3 18.3 19.3

7.3億円

4.8億円

10.5億円

19.317.3 18.3

・スタートアップ企業への出向

■主な取組み

(億円) ・次世代経営者育成プログラム

・若手から幹部まで全社員が
手挙げにより参加する中期経営推進会議

2.2倍
（17.3比）

・プロジェクト活動、勉強会、研究会



７ 丸井グループの共創サステナビリティ経営



「誰も置き去りにしない」

【SDGsのメッセージ】 【丸井グループのサステナビリティのテーマ】

丸井グループが考える「サステナビリティ」

「インクルージョン」

（すべての人）

52

ビジネスと環境への配慮、社会課題の解決、ガバナンスへの取り組みが

一体となった未来志向の共創サステナビリティ経営
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インクルージョンの4つのテーマ

①お客さまの

ダイバーシティ＆インクルージョン

②ワーキング・インクルージョン

③エコロジカル・インクルージョン

④共創経営のガバナンス



ビジネスを通じて
あらゆる二項対立を乗り越える世界を創る

長期ビジョンの宣言（2018年12月）

2019年2月発行

・持続可能な社会と地球環境の実現をめざす長期ビジョン

「丸井グループビジョン2050」をステークホルダーに公表

■VISION BOOK 2050

共創ビジネス

世代間をつなぐ
ビジネス

ファイナンシャル・
インクルージョン

しあわせ

グリーン・ビジネス

ヒューマン・ビジネス

54



社員が長期ビジョン策定に参画

670名の社員が参画。

プロジェクトメンバーは、

約７倍の倍率を突破。

55



当社が考える「企業価値」：６ステークホルダーガバナンス

株主･
投資家

地域･
社会

お客さま

お取引先
さま

社員

将来世代

重なり合う
利益(しあわせ)

の拡大

56
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環境への取り組み：「2℃」から「1.5℃」へ

■ＣＯＰ25 「1.5℃」への気運が更に高まる

・産業革命前より既に1度上昇。何も対応しなければ4℃以上上昇の可能性あり

・2℃から1.5℃に抑える事で人への影響が約4億人減少

将来世代の要請に対応し1.5℃以下を目指す

＜丸井グループの考え方＞

■ＳＢＴ（温室効果ガス削減目標）の「1.5℃」目標に認定

・「2℃」から「1.5℃」に更新認定（2019年9月）

・日本企業は３社

グリーンビジネス
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エネルギーに取り組む背景

・環境コストのうち電力が最も高く、全体の約６割

電力 84%
（9.5万t）

ガス 10%

（1.1万t）

その他

（0.5万ｔ）

・自らの事業から排出するCO2の内、約8割が電力による排出

■温室効果ガス排出量構成（スコープ1+２）■環境コスト

コスト(円） 構成

電気 ３０億 ５９％

水道 ８億 １６％

ガス ３億 ６％

廃棄物 ２億 ４％

その他 ８億 １６％

合計 ５１億 １００％
・店舗で使用する単位面積あたりの

電力使用量は工場の2倍

グリーンビジネス



・自社が使用するエネルギー100％を再生可能エネルギーに切り替えを決定

「RE100」への加盟

■2018年7月「RE100」へ加盟

〈目標〉

2030年度 再生可能エネルギー100％

■新電力事業者さまと共創の取り組みを開始 （2018年9月~新宿マルイ本館、2019年4月~上野 他7店舗）

発電所 需要

59

新電力事業者

グリーンビジネス



・みんな電力さまとの資本提携によりサステナブルな選択肢を世の中に提供

「RE100」とビジネスのつながり

■2018年12月 みんな電力さまと資本業務提携

・電力の切り替えを検討されるお客さまへ丸井グループを通じてご紹介

再生可能エネルギーへの切り替えを
おすすめ

丸井グループ

月々の電気代をエポスカードで
お支払い

お客さま

エポスカード会員

688万人（2019年3月時点）

60

グリーンビジネス

https://www.eposcard.co.jp/room_id/index.html


ＴＣＦＤの取り組み

グ
リ
ー
ン
ビ
ジ
ネ
ス

再エネコスト

炭素税

電力小売との共創

電力小売事業参入

＜リスク＞ ＜機会＞

・２万円×11万t＝22億円

・+４円×２億kWh＝8億円

＜30億円のリスク影響に対し4５億円のビジネス機会が存在＞

・中間コストの削減 3億円

・炭素税減・カード収益増 4２億円

・みんな電力様など

・直接仕入れ電力販売

61

■財務的影響の情報開示を推進

・「TCFD」へ賛同（2018年11月）

・有価証券報告書に記載（2019年3月期）

グリーンビジネス
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2007年 2017年 効果

年間一人あたり残業時間 130時間 42時間 ▲88時間

総残業代 33.6億円 7.3億円 ▲26.3億円

退職率 6.8％ 2.3％ ▲4.5％

多様な就業パターン時間外目標の設定

働き方改革への取り組み

・2008年よりプロジェクトで残業時間抑制の取り組みを開始

ヒューマンビジネス
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■女性イキイキ指数 7項目

2013年
2017年 2020年

(目標)13年比差

意
識
改
革
・

風
土
づ
く
り

女性活躍浸透度 37％ 97％ +60% 100％

女性の上位職志向 41％ 67％ +26% 80％

男性社員の育休取得率 14％ 109％ +95% 100％

女
性
の
活
躍
推
進

育児フルタイム復帰率 36％ 63％ +29% 90％

女性リーダー数 545名 643名 +98名 900名

女性管理職数 24名 39名 ＋15名 55名

女性管理職比率 7％ 11％ +4% 17％

男女の多様性

・2013年以来、部署横断のプロジェクトで取り組みを推進

・重点指標「女性イキイキ指数」を設定し社内外に公表、取り組みを可視化

ヒューマンビジネス
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年代の多様性

〈2008年当時 中計推進会議〉

ヒューマンビジネス
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〈現在の中計推進会議〉

年代の多様性 ヒューマンビジネス



個人の多様性

66

［ グループ会社間異動率 ］ ［ 異動後に成長を感じた社員割合 ］

約４７％ 約８６％

２０１３年４月～２０１8年10月累計

（役員・管理職を除く）
２０１６年１１月に実施したアンケート結果

グループ横断の職種変更の取り組み

ヒューマンビジネス
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グループ間職種変更異動

バリュー評価の
導入

共創サステナビリティ経営を推進する企業風土

自
ら
手
を
上
げ
て
参
加
す
る
場
づ
く
り

人
の
成
長
を
促
す

制
度
設
計

お客さまニーズ勉強会・研究会

人の成長会議

次世代経営者育成
プログラム

中期経営推進会議

外部ビジネススクールへの派遣

グループ公認プロジェクト・委員会

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

自ら手を上げて参加
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企業文化の変革

サステナビリティを育む企業文化

自主性

楽しさ

支援するマネジメント

本業を通じた社会課題の解決

価値の創造

対比する企業文化

強制

やらされ感

上意下達のマネジメント

本業と社会貢献

業績の向上



企業価値重視のコーポレートガバナンス

69

・健全で透明性が高く、収益力のある経営を推進

独立
社外取締役

3名

独立
社外監査役

２名

女性
執行役員

4名

独立
社外取締役

２名

取締役会
8名

執行役員
18名

監査役会
４名

指名・報酬委員会
３名

（2019年10月時点）

ガバナンス
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■「サステナビリティ委員会」の新設

「ビジョン2050」の推進に向けたガバナンス体制を早期に整備

■役員報酬制度の改定

株主総会

取締役会

指名・報酬委員会 サステナビリティ
委員会

サステナビリティ
アドバイザリーボード

報告・提言

・中長期的な企業価値向上への意識を高めるため、業績連動型株式報酬の割合を拡大

（現 行）基本報酬：業績連動賞与：業績連動型株式報酬＝８：１：１
（変更後）基本報酬：業績連動賞与：業績連動型株式報酬＝６：１：３

・株式報酬の業績指標に、第三者機関の調査に基づくESG評価指標を追加

・経営レベルで丸井グループ全体のサステナビリティ戦略・取組みを議論

〈 組織図 〉

サステナビリティ推進に向けたガバナンス
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50

100

150

200

250

300

350

14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3

サステナビリティの取り組みによる企業価値向上

・ESGの取り組みが加速した15年3月期以降は、EPSを上回り株価が伸長

株価 253

EPS 206

TOPIX 132

47

17.7 GPIF選定
3ESG銘柄

17.10 DBJ環境格付
Aランク

16.10 カーボン
オフセット大賞

18.1 日経環境
ランキング1位

16.6 業績連動型
株式報酬制度の導入

■丸井グループの株価推移（14年3月期を100とした場合）

18.2 健康経営銘柄
18.3 なでしこ銘柄
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共創経営レポート2019 のご案内

当社グループでは、すべてのステークホルダーの皆さまに向けた

統合報告書「共創経営レポート」を2015年より発行しております。

下記ＵＲＬよりアクセスいただき、是非ご覧ください。

＜PDF版＞ https://www.0101maruigroup.co.jp/ir/lib/i-report.html



ご清聴ありがとうございました


